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 はじめに 
 

 今年度の普通交付税算定（以下「交付税算定」と呼ぶ）は、いわゆる「地方創生」算定

の新設、合併算定替え終了対策の拡充、子ども子育て新制度経費の算定など、新たな算定

要素が目立った。 

 とりわけ「地方創生」関連では、2015年度地方財政計画（以下「地財計画」と呼ぶ）の

「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）を受けて、新たな臨時的経費として「人口

減少等特別対策事業費」が創設されるのに加え、既存の「地域の元気創造事業費」が「地

方創生」算定の一部として位置づけられた。 

 一方、2009年度以来、リーマンショックにともなう地方財政危機対策として、地財計画

において包括的に算入されてきた歳出特別枠は、「平時モード」への回帰を理由にさらに

縮小され、交付税算定においては「地域経済・雇用対策費」の削減および各単位費用の引

き下げ要因として反映されたが、前者２つの項目の算定により臨時的経費による算定割合

は大幅に拡大した。 

 2004年度の骨太方針以来、政府の経済財政の基本方針に「一般財源総額確保」の文言が

盛り込まれることで、交付税算定においても各自治体の一般財源を安定的に保障する状況

が続いているが、果たして「安定的」なのだろうか。 

 本稿は2015年度の普通交付税の算定結果の詳細な検証を通じて、その特徴と問題点を明

らかにする。 
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 1. 2015年度算定のポイント 
 

(１) 地財計画規模（通常収支分）と交付税総額について 

   まず、交付税算定の前提条件となる地財計画の状況を簡単に振り返っておこう。 

   地財計画の規模は消費増税の平年度化にあわせた社会保障の充実などを背景に、

85.3兆円、前年度比1.9兆円増（2.3％）と2000年以降で過去最大の伸び率となった。

一般財源総額では61.5兆円、前年度比1.2兆円増（2.0％）と２年連続で60兆円超えと

なり、水準超経費を除いた場合でも60.2兆円と初めて大台を超えた。 

   消費増税と税収の自然増により地方税見通しは37.4兆円、前年度比2.5兆円増

（7.1％）と大きく伸びる一方で、地財規模もあわせて拡大したため地方交付税総額

は16.7兆円、前年度比1,307億円減（△0.8％ △はマイナス以下同じ）と小幅な減少

にとどまった。 

   財源不足も7.8兆円、前年度比2.8兆円減（△26.2％）と大幅に圧縮され、臨時財政

対策債（以下「臨財債」と呼ぶ）の発行額は4.5兆円、前年度比１兆円減（△19.1％）

に縮小し、一般財源総額に占める割合は前年度の9.7％から7.7％に減少した。 

   歳出ベースでは給与関係経費は20.3兆円とほぼ前年度並みで、これは後述する普通

交付税の給与統一単価においてもほぼ同様の結果となっている。 

   一般行政経費は35兆円と前年度比1.8兆円（5.5％）伸びており、このうち補助事業

の伸びが1.1兆円（6.6％）、まち・ひと・しごと創生事業費の伸びが1.0兆円（皆増）

と寄与している。補助事業の伸びは社会保障の自然増や充実分、その他の行政経費が

伸びたことによる。 

   交付税算定ベースでとらえると補助事業の裏負担部分の需要額が増加要因となるが、

むしろ、実質単独事業扱いの「まち・ひと・しごと創生事業費」が大きく寄与してい

る。 

   いわゆる歳出特別枠と呼ばれる地域経済基盤強化・雇用等対策費は0.85兆円と前年

度比0.35兆円減（△29.3％）となり、交付税算定の臨時項目である地域経済・雇用対

策費や各項目の単位費用の加算分の減少要因となった。 

   公債費については12.9兆円と前年度比0.1兆円減（△0.9％）で、過去の建設地方債
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等の公債費が減少するなかで、年々、臨財債の算入割合が上昇しているとみられ(１)、

交付税算定でも同様の傾向となっている。 

   投資的経費は11兆円とほぼ前年度並みであるが、公共施設の維持更新対策である公

共施設等最適化事業費が新たに算入され、交付税算定の維持管理費関連に反映されて

いる。 

 

(２) 人口減少等特別対策事業費の新設 

   地財計画のまち・ひと・しごと創生事業費は、新設された人口減少等特別対策事業

費6,000億円と既存の地域の元気創造事業費4,000億円（うち特別交付税分100億円）

で算定されている。算定方法の概要は巻末資料１（47ページ）を参照されたい。 

   単位費用は道府県1,700円、市町村3,400円とし、測定単位は各地方団体が地方創生

に取り組むための財政需要を算定するものであることから人口を採用している。補正

係数は小規模団体への割増補正である段階補正を基本とし、さらに人口増減率や転

入・転出者などの指標を用いて「取組の必要度」を経常態容補正Ⅰ、「取組の成果」

を経常態容補正Ⅱで算出し、段階補正と連乗して最終補正を導いている。 

   図表１は経常態容補正で適用される具体的な指標である。 

   取組の必要度分では直近の数値やその平均値が採用されている。 

   一方、取組の成果分では直近と過去のそれぞれ一定期間の平均を比較するものが多

い。過去の基準年の根拠は不明であり、ある基準年からみた成果で補正する意味に疑

義がある。 

 

(３) 地域の元気創造事業費の存置 

   2013年の地方公務員給与の臨時削減にともない「地域の元気づくり推進費」が臨時

項目として創設され、その後、行革や地域活性化の取組を継続的に支援する目的から

「地域の元気創造事業費」として存置されたものである。今年度は新たに女性就業率

が指標として加わった。 

   2015年度は単位費用が引き上げられ、道府県分950円（前年度860円）、市町村分

2,530円（前年度2,270円）である。測定単位は人口で段階補正が採用され、行革努力 

                                                                                 

(１) 地財計画では公債費の内訳が明らかにされていないため、厳密な割合を知ることはできない

が、基準財政需要額の公債費に占める割合では確実に上昇している 
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＜図表１＞ 人口減少等特別対策事業費の指標 

 
  採用する算定基礎 

取
組
の
必
要
度
分 

人口増減率 2012～2014平均 

転入者人口比率 2012～2014平均 

転出者人口比率 2012～2014平均 

年少者人口比率 2012～2014平均 

自然増減率 2012～2014平均 

若年者就業率 2010 15～34歳就業者数 

女性就業率 2010 25～44歳女性就業者数 

有効求人倍率 2014年11月～2015年４月平均 

一人当たり各産業の売上高 
2011～2013 第一次産業産出額平均、製造品出荷額 

2012小売業年間商品販売額、卸売業年間商品販売額 

取
組
の
成
果
分 

人口増減率 2012～2014増減率－2002～2004増減率 

転入者人口比率 2012～2014増減率－2006～2008増減率 

転出者人口比率 2012～2014増減率－2006～2008増減率 

年少者人口比率 2012～2014増減率－2002～2004増減率 

自然増減率 2012～2014増減率－2002～2004増減率 

若年者就業率 2010就業率－2000就業率 

女性就業率 2010就業率－2000就業率 

(注) 数値は年度または年 

(資料) 地方財務協会「地方財政」2015年９月号より作成 

 

  分として経常態容補正Ⅰ、経済活性化分として経常態容補正Ⅱの合計が連乗され、最

終補正係数が導かれる。 

   概要は巻末資料２（54ページ）を参照されたい。 

   以上、２つの臨時的項目をみてきたが、行革算定の有無の違いはあるものの、地域

活性化では採用する指標が一部重複しており、まち・ひと・しごと創生よろしく屋上

屋を重ねる算定となっている。このような、なし崩し的な臨時的経費の拡大は、標準

的行政経費を算定する交付税制度本来の性格を損なうものである。 

   総務省と解説では各地の人口減少等対策を客観的指標で公平に算定しており、交付

税法の趣旨を損なうものではないとしているが、これらの項目が交付税法の本則では

なく、あくまで附則に書かれた臨時的な算定に過ぎないこと（「当分の間」とは書か

れているが）を踏まえれば、「合理的、且つ、妥当な水準」（交付税法第３条第１項）

という解釈には当たらないと考える。 
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   行革実績や成果指標による算定は、地方側は要望したということであるが(２)、そ

うであるならば、地方自治体の交付税に対する認識の低さを象徴するものである。 

 

(４) 地域経済・雇用対策費および活性化推進費の削減 

   地財計画に計上されている歳出特別枠である地方経済基盤強化・雇用等対策費の削

減（△3,500億円）にともない、交付税算定では以下の見直しが行われた。 

   なお、3,500億円の削減分は、地財計画ベースでは新たに創設されたまち・ひと・

しごと創生事業費および公共施設老朽化対策に事実上振り替えられており、交付税算

定においても同様の対応がとられている。 

   地財計画の地域経済基盤強化・雇用等対策費は「平時モード」への移行にともない、

廃止へ向けて段階的に削減されており、いわば沈みゆく船から新たな地方創生枠等の

船に乗り換えるかたちとなった。 

   交付税算定への概要は図表２の通りである。 

   臨時項目の地域経済・雇用対策費は4,400億円（道府県分1,925億円、市町村分

2,475億円）で前年度比1,500億円減。 

   単位費用への算入は4,050億円（道府県分2,045億円、市町村分2,005億円）で前年

度比2,000億円減となった。単位費用算入の内訳では、各項目への算入される活性化

推進事業費が1,000億円削減され、子育て支援サービス充実推進事業については、人

口減少等特別対策事業費へ移行させた。 

 

＜図表２＞ 地域経済基盤強化・雇用等対策費の交付税算定への反映 

（億円）              

 2014 2015 備 考 

地域経済・雇用対策費 5,900 4,400  

単位費用への算入 6,050 4,050  

単位費用算入内訳 

活性化推進事業費 4,600 3,600 各項目へ算入 

子育て支援サービス 
充実推進事業 

1,000
人口減少等特別対策事業費
へ移行 

地球温暖化対策暫定事業 100 100
林野行政費・林野水産行政
費へ算入 

住民生活に光をそそぐ 
事業 

350 350 社会福祉費等へ算入 

(資料) 同上９月号より作成 

                                                                                 

(２) 地方財務協会「地方財政」2015年５月号104ページ 
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   残りの2,500億円の交付税算定での扱いについての詳細は不明であるが、おおむね

人口減少等特別対策事業費に包括的に算入されたものとみられる。 

 

(５) 合併算定替え終了対策（市町村の姿の変化に対応した交付税算定） 

   2014年度より合併自治体の広域化にともなう財政需要に鑑みて、５年間にわたり段

階的な算定の充実が図られている。 

   これは2013年６月25日の第30次地方制度調査会答申「大都市制度の改革及び基礎自

治体の行政サービス提供体制に関する答申」や2013年12月の「地財審意見」において、

合併市町村の支所機能の充実や行政区域の広域化への財政措置の必要性が指摘された

ことを踏まえたとしており、合併算定替えの終了自体の救済策ではないというのが表

向きの解説である。 

   しかし、2013年10月16日に合併自治体241市により、合併算定替終了に伴う財政対

策連絡協議会が創設され(３)、総務省への陳情活動が展開されたことから、事実上の

合併算定替え終了対策とみなせる。 

   ５年間で合併自治体の影響額は総額約6,700億円が見込まれており、算定替えによ

る割り増し額の７割程度が補完されることになる。 

   図表３は見直しの実績と５年間の見通しを整理したものである。2014年度は支所経 

 

＜図表３＞ 合併算定替え終了対策の状況 

（億円）            

 2014 2015 2014～2018 対象項目 

消防費の見直し  299 884 消防費 

清掃費の見直し  59 167 清掃費 

離島対応  7 20 地域振興費 

支所経費の充実 1,154 2,318 3,477 地域振興費 

人口密度補正の新設充実  700
保健衛生費・小中学校

費・徴税費等 

標準団体面積見直しにと

もなう単位費用の充実 
 1,500 その他関連項目 

合 計 1,154 2,683 6,748  

(注) 2014～2015年度は実績値。４年間の全期間中の額は見込み額の合計である 

(資料) 各年の普通交付税大綱および同上５月号より作成 

                                                                                 

(３) 12月６日には加入数が308自治体となった 
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  費の充実の３分の１の1,154億円にとどまっていたが、2015年度は３分の２の段階的

な拡充にともない2,683億円となった。 

   上記のうち、今年度特筆すべきは標準団体の面積が160km2から210km2へ見直された

ことである。これはいわゆる平成合併前の1998年度末時点の市町村の平均面積が

114.8km2であったものが、2013年１月１日現在で216.6km2に拡大した実態を踏まえた

ものである。 

   ところで標準団体は、基準財政需要額の各項目の単位費用を算定するための基点と

なる自治体規模で、市町村であれば人口10万人、道路面積2,700km2、道路延長500km、

１校当たりの小学校児童数690人などの一定の規模を設定し、これに要する各需要項

目の事業費から単位費用が算出される。市町村の面積については1967年度に69km2か

ら160km2に改定されて以来のことである。 

   今回の見直しによって、面積を測定単位とする地域振興費と包括算定経費が直接的

な影響を受けるが、面積拡大に応じて需要額を増額するため、単位費用ベースでは変

動はない。 

   消防費や清掃費などの見直しは、いずれも人口を測定単位とする項目でありながら、

面積の拡大を踏まえその中身を充実させたもので、いわば需要額の純増分である。 

   その反映方法は消防費については、出張所等を２カ所から３カ所に増やし、単位費

用に必要な人件費を追加し、旧市町村単位の消防署の経費を追加した。また、消防団

の経費を人口密度の補正を充実させた。 

   清掃費ではゴミ収集等の経費の見直しを単位費用に反映させ、さらに人口密度の補

正を新設し、人口密度の低い自治体における経費高を反映させた。 

   離島対応としては消防費、清掃費の増加を地域振興費の隔遠地補正で割り増すこと

としている。 

   2016年度以降についても、面積の拡大について保健衛生費、小中学校費、徴税費等

についても見直しを行うとしているが、その他の項目についても1,500億円を充実さ

せる予定であり、具体的な見直しの動向を注視する必要がある。 

 

(６) 臨時財政対策債の算定見直し 

   各自治体の臨財債の発行可能額は、2013年度以降、従来の人口基礎方式から財源不

足基礎方式に移行し、臨財債振替前の基準財政需要額から基準財政収入額を差し引い

た財源不足額に、2013年度であれば2010年から2014年度の財政力指数の平均値にもと
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づく段階ごとの補正係数を算定し、発行可能額が導出される。 

   財政力指数に応じた補正係数は、いわば普通交付税の臨財債への振替率であり、財

政力が高いほど、この率が高くなる算定構造となっている。 

   従来は政令市とその他の市町村による算定式であったが、今年度から中核市・施行

時特例市の算定が別算定となった。 

   図表４は財政力段階別の臨財債振替率の試算である。 

   いずれの段階においても振替率の相対的な高さは政令市、中核市等、その他市町村

の順となっており、また、財政力が高いほど振替率が高くなる傾向がある。ただし、

上限値は共通して85％となっている。 

   地財計画の発行総額が抑制されたことを受けて、昨年度に比べて全般的な率は低下

している。 

   なお、いずれも財政力が１以上の段階があるのは、過去５カ年平均で１以上であり

ながら、当該年度について財源不足が生じた自治体を想定したものである。 

 

(７) 社会保障の充実分の算定、子ども子育て支援新制度の反映 

   2014年度の消費増税の平年度化にともない、地財計画ベースでは社会保障充実分と

して１兆3,517億円（前年度4,962億円）および増税にともなう４経費の公経済負担増 

 

＜図表４＞ 財政力段階別の臨財債振替率の試算 

 

財政力指数平均値 政令市 中核市・特例市 その他市町村 

0.1未満 15％  5％  4％ 

0.1～0.2未満 16％  6％  5％ 

0.2～0.3未満 18％  8％  7％ 

0.3～0.4未満 20％ 10％  9％ 

0.4～0.5未満 24％ 13％ 12％ 

0.5～0.6未満 30％ 18％ 17％ 

0.6～0.7未満 39％ 26％ 24％ 

0.7～0.8未満 51％ 38％ 35％ 

0.8～0.9未満 67％ 54％ 51％ 

0.9～1.0未満（政令市は0.9以上） 84％ 71％ 67％ 

1.0以上  87％ 83％ 

＊ 上限値は85％ 

(資料) 2015年度普通交付税の算出資料より試算 
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  分として3,537億円（前年度2,318億円）が計上された。 

   このうち地方負担分は充実分で6,554億円、公経済負担分で885億円となる。 

   図表５は社会保障充実分地方負担分の内訳である。2015年度から始まった子ども子

育て支援新制度や難病・小児慢性特定疾患対策の金額が大きい。末尾の財政効果分と

いうのは消費増税にともなう低所得者負担軽減策である臨時福祉給付金などの縮小分

などが反映されている。 

   以上の項目は消費増税相当分として100％基準財政需要額に算入されている。 

   これらは需要額項目の社会福祉費、保健衛生費・衛生費、高齢者保健福祉費（65歳

以上人口）等の単位費用の引き上げを通じて反映される。なお、包括算定経費（人口）

において算定されていた安心こども基金事業関連経費は、子ども子育て支援新制度の

施行にともない社会福祉費に移された。 

   子ども子育て支援新制度への移行により、私立幼稚園の運営費は従来の都道府県の

私学助成から市町村の施設型給付に移行するため、交付税算定においても双方の需要

額の変動が生じる。 

 

＜図表５＞ 社会保障４経費充実分の交付税算定対象の内訳 

 

 社会保障充実内容 （億円） 

少子化対策 

子ども子育て支援新制度における量的拡充・質の改善 2,649 

社会的養護の充実 142 

育児休業中の経済的支援の強化 6 

医療・介護 

地域医療介護総合確保基金 542 

診療報酬の見直し 115 

介護報酬の改定における介護職員の処遇改善等 520 

地域支援事業の拡充 118 

国保等の保険料軽減制度の拡充 612 

国民健康保険の保険者支援の拡充 832 

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 110 

高額診療費の見直し 31 

難病・小児慢性特定疾患対策 1,154 

重点化・効率化による財政効果分 -279 

合   計 6,554 

※ 単位表示未満四捨五入のため合計の数値と一致しない 

(資料) 前掲「地方財政」５月号 
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   個別需要額はあくまで普通交付税の交付額を決定するためのもので、個別事業の実

施を義務付けるものではないが、需要額に反映された内容を踏まえて、各自治体が地

域の状況に応じた社会保障の充実に取り組むことが求められる。 

 

(８) 維持補修費の充実 

   地財計画において公共施設等の維持補修費の充実が図られ、１兆1,601億円（1,244

億円増）が計上された。 

   これを受けて交付税算定では包括算定経費（人口）の単位費用の充実が図られた。 

   地財計画や交付税算定では、公共施設の新規投資にかかる単独事業分は削減傾向に

あったが、これに代わる恒久的な財源保障対象経費として維持補修費は今後充実を要

する項目である。 

 

 

 2. 普通交付税算定結果の全体像 
 

 以上のポイントを踏まえて、今年度の算定結果をみていこう。 

 

(１) 概 況 

  ◆ 普通交付税総額 

    今年度の算定結果の概況について、巻末資料１（42～53ページ）を参照しながら

ポイントを述べる。 

    普通交付税総額は15兆7,495億円（△0.8％）と前年度比マイナスとなっているが、

これは、法人関係税の伸びや消費増税の平年化にともなう地方税の増収見通しを背

景に、収入額の増加が需要額を上回り、財源不足が縮小したことによる。なかでも

法人関係税の税収割合が高い道府県分の減少率が△1.0％と高くなっている。 

  ◆ 基準財政需要額 

    この結果を需要額と収入額の概要（財源不足団体ベース）でみると、まず、需要

額の合計は道府県分が19兆8,884億円（7.0％）、市町村分が21兆3,556億円（2.4％）

と前年度を大幅に上回る高い伸びとなっている。臨財債を含む実質でみても道府県

分は22兆4,807億円（2.2％）、市町村分が23兆2,882億円（1.1％）と前年度の道府

県分0.5％、市町村分マイナス0.5％を大きく上回っている。 
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    主な内訳でみると地域経済・雇用対策費等の臨時的な経費を除く個別算定経費は、

道府県分が17兆2,351億円（1.0％）、市町村分が16兆7,980億円（△0.2％）で、市

町村分の減少率が前年度のマイナス0.8％から縮小した。 

    普通交付税大綱の資料によれば、道府県分の増要因は社会保障の充実、地財計画

の維持補修費の増、子ども子育て支援新制度にともなう私立保育所運営費等の道府

県と政令市、中核市の負担割合の変更(４)などである。 

    一方、市町村分の増要因は社会保障の充実、地財計画の維持補修費の増。減要因

は既述の子ども子育て支援新制度の実施にともなう政令市、中核市の負担率の引き

下げである。 

    次に、前年度の伸び率と大きく異なるのは包括算定経費で、道府県分が１兆

5,167億円（5.2％）、市町村分が２兆7,681億円（0.7％）と前年度の道府県分マイ

ナス5.5％、市町村分マイナス5.6％に対して、プラスの伸びとなっている。この要

因については後述する。 

    一連の歳出特別枠等(５)の臨時的経費は、それぞれ地域経済・雇用対策費の削減、

地域の元気創造事業費の拡充、人口減少等特別対策事業費の新設により、道府県

分・市町村分とも合計額では純増となっており市町村の伸び率が高い。 

    公債費等については道府県分が３兆2,599億円（3.9％）、市町村分が２兆8,298

億円（△2.8％）と市町村分については前年度の5.0％増から減少に転じている。 

    控除対象となる臨時財政対策債は道府県分が２兆5,923億円（△24.0％）、市町

村分が１兆9,327億円（△11.3％）と地財計画における総額削減を受けていずれも

減少している。このうち道府県分の減少率が高いのは、地方税の増収見込みを反映

させたためで、法人関係税などを中心に、相対的に増収見込みの高い道府県分の発

行可能額が大きく減じられた。 

  ◆ 基準財政収入額 

    基準財政収入額は道府県が11兆4,953億円（13.5％）、市町村が13兆9,523億円

（4.0％）と道府県で大きく伸びている。 

                                                                                 

(４) 従来、政令市と中核市の負担率は１/２で都道府県負担がなかったが、新制度にともない、

他の市町村同様に都道府県１/４、政令市・中核市１/４となった。 

(５) 総務省の解説では、地財計画の独立した項目である地域経済・雇用対策費のみを「歳出特別

枠」と呼んでいるが、交付税算定では上記３項目が独立項目として算定されているため、本稿

ではこれらを「歳出特別枠等」と呼ぶことにする 
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(２) 需要額の内訳（一本算定・合併算定合算） 

   需要額の内訳から増減の状況をみてみよう。 

   図表６－１・２は道府県分と市町村の大項目別の需要額の前年度比増減と需要額に

占める割合（臨財債控除前）を表したものである。道府県分については東京都を除く

財源不足団体、市町村分については年度間の財源不足団体数の変動があるため総額で

表した。 

   道府県分、市町村分に共通して減少額は小幅で、増加額が大きく上回っている。 

   道府県分では厚生労働費、歳出特別枠等、公債費、包括算定経費が前年度比増と

なっている。 

   社会保障関連の経費の増加が2,462億円と最も大きく寄与しているが、次いで公債

費を除き増加額が大きいのは歳出特別枠等の1,024億円である。なお、公債費の増加

は臨財債の償還額による影響が大きい。 

   また、包括算定経費については、2010年度以来減少傾向にあったが、久々の大幅増

となっている。「大綱」では解説がないが、単位費用レベルでみると総務費関連が増

加している。 

   需要額の項目別の構成比でみると教育費、厚生労働費が20％台を占めている。 

   市町村分では消防費、厚生費、歳出特別枠等、包括算定経費で前年度比増となって

いる。 

   このうち最も増加額が大きいのは歳出特別枠等3,798億円で、なかでも人口減少等

特別対策事業費（皆増）が大きく寄与している。需要額の伸びをいわゆる地方創生関

連項目に大きく依存する状況となっている。 

   厚生費は698億円と比較的小幅な増加にとどまっているが、これは社会福祉費の534

億円減が他の項目の増加を相殺しているためである。社会福祉費の単位費用は前年度

同額であるが、子ども子育て支援新制度移行にともなう密度補正の見直しが影響して

いるものとみられる。 

   需要額の項目別の構成比でみると厚生費が38.5％を占めている。 

   なお、市町村分の一本算定でみると総務費は1,028億円増となり、地域振興費の算

定結果に大きな差があらわれている。 
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＜図表６－１＞ 項目別基準財政需要額の増減の状況（道府県分・東京都除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 項目下の％は構成比 図表６－２も同様。四捨五入のため合計の数値は100％にならない 

(資料) 同上2014年・2015年各年９月号より作成 

 

 

＜図表６－２＞ 項目別基準財政需要額の増減の状況（市町村分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上 
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  ◆ 不交付団体の状況 

    巻末資料１にあるように不交付団体は都道府県、市町村合計で60団体と前年度よ

り５団体増加した。地方全体税収が伸びたにもかかわらず、不交付団体が微増にと

どまったのは、法人住民税法人割の国税化により、都市部の税収の伸びが抑制され

たことが一因である。 

    なお、東京都は久々に単独の算定で不交付団体となった。 

 

(３) 収入額の内訳 

   図表７は基準財政収入額の道府県分と市町村分の主な内訳を前年度と比較したもの

である。道府県分については巻末資料１にあわせて東京都を除く財源不足団体、市町

村分については財源不足団体の年度間の変動があるため、総額であらわした。 

   道府県分では道府県民税の株式等譲渡所得割、事業税などが企業業績の改善や地方

法人特別譲与税の縮小を反映して伸びているが、道府県民税法人分は一部国税化（地

方法人税）による地方交付税原資化の影響でマイナスとなっている。 

   また、2014年度の地方消費増税の平年化による地方消費税の伸びも高い。 

   地方譲与税ではその大半を占める地方法人特別譲与税の一部事業税への復元があっ

たにも関わらず増加している。 

   一方、市町村分では道府県分と同様に地方消費税交付金が大きく増加しているが、

市町村民税法人分は微増にとどまっている。この結果、収入額全般の伸びは道府県分

に比べて小幅なものとなり、この結果、不交付団体はあまり伸びなかった。 
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＜図表７＞ 基準財政収入額の状況 

(千円)         

  2014 2015 伸び率 

道
府
県
分
（
東
京
都
除
く
） 

道府県民税個人分 3,378,328,163 3,408,056,360 0.9％ 

道府県民税法人分 418,173,476 411,546,547 -1.6％ 

利子割 22,438,062 19,742,772 -12.0％ 

配当割 33,719,459 33,306,523 -1.2％ 

株式等譲渡所得割 5,395,558 19,004,022 252.2％ 

道府県民税計 3,858,054,718 3,891,656,224 0.9％ 

事業税 1,611,386,045 2,142,502,167 33.0％ 

地方消費税 982,730,847 1,751,905,716 78.3％ 

自動車税 1,080,040,067 1,074,926,203 -0.5％ 

軽油引取税 580,177,552 577,738,877 -0.4％ 

その他 340,868,441 333,574,270 -2.1％ 

法定普通税・目的税等計 8,453,257,670 9,772,303,457 15.6％ 

地方譲与税 1,581,742,100 1,633,345,509 3.3％ 

うち地方法人特別譲与税 1,431,687,545 1,485,194,711 3.7％ 

その他 91,578,490 90,321,789 -1.4％ 

合 計 10,126,578,260 11,495,970,755 13.5％ 

市
町
村
分
（
総
額
） 

市町村民税個人分 5,548,869,414 5,619,564,497 1.3％ 

市町村民税法人分 1,527,618,392 1,541,877,578 0.9％ 

市町村民税計 7,076,487,806 7,161,442,075 1.2％ 

固定資産税 6,406,788,498 6,386,648,361 -0.3％ 

事業所税 263,827,823 269,284,424 2.1％ 

税交付金 1,585,791,732 2,240,284,777 41.3％ 

うち地方消費税交付金 1,229,475,530 1,861,480,086 51.4％ 

その他 839,105,313 826,472,535 -1.5％ 

法定普通税・目的税等計 16,172,001,172 16,884,132,172 4.4％ 

地方譲与税 420,911,098 411,142,550 -2.3％ 

その他 101,202,603 97,548,859 -3.6％ 

合 計 16,694,114,873 17,392,823,581 4.2％ 

(資料) 2014年、2015年地方交付税等関係計数資料より作成 
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(４) 普通交付税の配分状況 

   図表８－１・２は、2010年度以降の普通交付税と臨財債の合計（実質額）の推移を

圏域別(６)で表したものである。 

   道府県分の2015年度の配分比率は例年に比べて変動幅が大きく、三大都市圏の配分

比率が前年度の26.8％から25.1％に低下し、地方圏は73.2％から74.9％に上昇した。 

   需要額は概況でみたようにいずれの圏域においても実質増となっているが、三大都 

 

＜図表８－１＞ 圏域別配分状況（道府県分・実質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

                                                                                 

(６) 本稿では47都道府県を以下の５圏域に区分する 

   東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、関

西圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以上「三大都市圏」と呼ぶ 

   中間地域（宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、

山梨県、長野県、静岡県、滋賀県、和歌山県、岡山県、広島県、香川県、愛媛県、福岡県、佐

賀県、長崎県、熊本県、大分県）、遠隔地域（北海道、青森県、岩手県、秋田県、山形県、鳥

取県、島根県、山口県、徳島県、高知県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）以上「地方圏」と呼ぶ 

   なお圏域区分については町田俊彦「地方交付税の地域格差是正機能の低下と『東京一極集

中』」林健久他編『グローバル化と福祉国家財政の再編』を参照 



 

－ 17 － 

●－自治総研通巻447号 2016年１月号－● 

＜図表８－２＞ 圏域別配分状況（市町村分・実質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

  市圏の収入額が大きく伸び、財源不足額の縮小幅が大きくなった結果である。 

   ただし、臨財債を除く普通交付税だけでみると、臨財債の発行可能額が縮小したた

め、三大都市圏の交付割合は前年度に比べて高くなっている。 

   市町村分については、道府県分に比べて変動は小幅で、三大都市圏の配分比率は

25.5％から24.9％に低下し、地方圏は74.5％から75.1％に上昇した。 

 

(５) 歳出特別枠等の効果（市町村分） 

   今年度の需要額算定の論点である歳出特別枠等が、需要額に与える影響を市町村分

にみてみよう。 

   図表９は、個別算定経費（公債費除く）に占める歳出特別枠等の割合の推移を都市

制度別に表したものである。なお、この場合の歳出特別枠等は、2008～2011年度にわ

たる地方再生対策費、2009年度の地域雇用創出推進費に始まる臨時的項目を対象とみ

なして分析している。 

   過去のいずれの算定項目も測定単位を人口として段階補正を適用しており、需要額 
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＜図表９＞ 歳出特別枠等の個別算定経費に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(資料) 同上 

 

  に占める割合は町村において相対的に高く、都市規模が大きくなるにしたがってその

割合は低下する傾向がみられる。 

   2012年度までは町村において３％台、それ以外の都市では２％台以下で推移し、比

較的小規模団体の需要額の充実が中心であったが、2013年度以降、他の都市規模でも

割合が上昇し、2015年度は町村で7.2％となったほか、政令市以外の都市でも２％以

上の割合を占めるようになり、これら臨時項目による算定が大きく影響する状況にあ

る。 

   歳出特別枠等の項目は、いずれも臨時的項目であり、算定内容もその時々の場当た

り的な包括的需要を一定の成果指標等をともなって配分する不安定な性格であり、そ

の拡大傾向は問題である。 

   このような需要項目への依存度が高まる状況は、たとえ小規模自治体への交付税配

分に配慮した格差是正機能を発揮するとしても、標準的行政水準を体現しているとは

いえない。 
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 3. 基準財政需要額の算定基礎の分析 
 

(１) 単位費用 

  ① 概 況 

    巻末資料３（55～56ページ）の「平成27年度単位費用に関する調」では、個別算

定経費と包括算定経費の単位費用の状況が示されている。 

    道府県分、市町村分とも教育費、産業経済費、総務費において前年度比減となる

項目が多くみられる。 

    教育費は児童・生徒数の減少を背景とする、標準団体の教職員数の減員やその他

学校経費の削減。産業経済費は各種振興費等の削減。総務費は標準団体の職員数の

減員などによるものである。 

    個別算定経費（公債費除く）および包括算定経費のうち、前年度比減となった項

目数は道府県分では延べ37項目中22項目（前年度36項目中22項目）、市町村分では

41項目中21項目（前年度40項目中26項目）と半数を超えており、需要額へのマイナ

スの影響が大きく見えるが、需要額の主要な経費である厚生労働費・厚生費の単位

費用が増加しているため、総額ではプラスの算定となった。 

  ② 主な増減要因 

    図表10は関連資料から今年度の需要額の主な増減要因を整理したものである。 

    地財計画の地域活性化・雇用等対策費の縮減にともない、臨時項目の地域経済・

雇用対策費の減少とともに、各項目に包括算入されている活性化推進事業費が廃止

または減額されたとみられ(７)、多くの項目におけるマイナス要因となっている。 

    一方、子ども子育て新制度の導入やその他消費増税にともなう社会保障経費の充

実などが、教育費や社会保障関連経費に算入されたり、地財計画に追加された施設

の維持補修費が充実されたりしているのが、今年度の増加要因の特徴である。 

    このほか市町村分では、既述のように合併算定替え終了対策として標準団体の行

政規模の見直しにともなう経費拡充が消防費、清掃費の単位費用に反映された。 

                                                                                 

(７) 地方財務協会「平成26年度地方交付税制度解説（単位費用編）」では、単位費用の算定基礎

に独自項目として掲載されていたが、平成27年度版では割愛されている。ただし、「地方財政」

2015年５月号では活性化推進事業費を存置していると記述されていることから、減額存置また

は一部廃止されたと推察される 
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＜図表10＞ 項目別単位費用の主な増減理由 

 
  主な増減理由 

道 
 

府 
 

県 

警察費（警察職員数） 
標準団体警察官数の増員、標準団体警察事務職員数の減員、各種手

数料の見直し（増減） 

港湾費（港湾・係留施設延長） 
工事請負費の削減 

港湾費（漁港・係留施設延長） 

その他の土木費 
標準団体職員数の減員、使用料・手数料見直し、海岸管理費の見直

し、都市計画基礎調査にかかる経費の見直し 

小・中学校費 活性化推進事業費の減額存置、標準団体一般教員・事務職員の減員 

高等学校費（教職員数） 活性化推進事業費の減額存置、補修指導員派遣事業経費算入 

高等学校費（生徒数） 活性化推進事業費の減額存置、標準団体職員数の減員 

特別支援学校費（教職員数） 標準団体職員数の増員、いじめ防止等のための組織設置経費算入 

特別支援学校費（学級数） 活性化推進事業費の減額存置 

その他の教育費（人口） 
活性化推進事業費の廃止？、標準団体職員数の減員、子ども子育て

支援費新規算入 

生活保護費 
扶助単価等の改定、標準団体職員数の増員、生活困窮者自立支援費

を追加 

社会福祉費 

活性化推進事業費の減額存置、標準団体職員数の減員、子ども子育

て支援新制度の施行にともなう施設型給付費等の関連経費算入、そ

の他社会保障充実分反映 

衛生費 

活性化推進事業費の減額存置、特定疾患治療研究事業の地方超過負

担分の存置、医療機能分化・連携等のための医療機関等への財政支

援、難病関連の医療費助成経費拡充、国保の財政支援の拡充、難病

対策等消費増税等にともなう社会保障の充実分 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口）

活性化推進事業費の減額存置、介護給付費負担金の拡充（自然増対

応）、介護報酬改定にともなうシステム改修経費算入、消費増税に

ともなう社会保障充実分の反映 

高齢者保健福祉費（75歳以上人口） 後期高齢者医療給付費負担金の拡充 

労働費 活性化推進事業費の減額存置 

農業行政費 
活性化推進事業費の減額存置、標準団体職員数の減員、土地改良施

設の維持管理にかかる経費の見直し 

林野行政費(公有以外の林野の面積) 活性化推進事業費の減額存置、地球温暖化対策暫定事業経費の存置 

林野行政費（公有林野の面積） 地球温暖化対策暫定事業経費の存置 

水産行政費（水産業者数および漁業

共同組合数） 
活性化推進事業費の減額存置 

商工行政費 活性化推進事業費の減額存置 

徴税費 標準団体職員数の減員 

恩給費 標準団体行政規模（恩給受給権者数）の引き下げ 

地域振興費 活性化推進事業費の減額存置 

地域経済・雇用対策費 事業費減額 

地域の元気創造事業費 事業費増額 

人口減少等特別対策事業費 新設 

包括算定経費（人口） 

地財計画に基づく定員合理化等による職員減員、第４次一括法にも

とづく事務・権限移譲にかかる一般財源所要額の計上と市町村への

事務・権限移譲分を移行。子ども子育て支援新制度の施行にともな

い少子化対策費を社会福祉費に移行  
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  主な増減理由 

市 
 

町 
 

村 

消防費 
活性化推進事業費の減額存置、消防団装備品経費の拡充、標準団体
の行政規模の見直し（拡充） 

公園費（人口） 維持補修費の見直し（拡充） 

公園費（都市公園面積） 維持補修費の見直し（拡充） 

小学校費（児童数） 準要保護児童関係経費の拡充 

小学校費（学級数） 
活性化推進事業費の減額存置、学校図書館への新聞配置に要する経
費の存置、教育情報化関連経費の算入 

小学校費（学校数） 

活性化推進事業費の減額存置、学校図書館担当職員の配置に要する
経費の存置、特別支援教育支援員の配置に要する経費の拡充、教育
情報化関連経費の算入、いじめ防止対策のための組織設置経費の算
入 

中学校費（学級数） 
活性化推進事業費の減額存置、学校図書館への新聞配置に要する経
費の存置、教育情報化関連経費の算入 

中学校費（学校数） 

活性化推進事業費の減額存置、学校図書館担当職員の配置に要する
経費の存置、特別支援教育支援員の配置に要する経費の拡充、教育
情報化関連経費の算入、いじめ防止対策のための組織設置経費の算
入 

高等学校費（教職員数） 
活性化推進事業費の減額存置 

高等学校費（生徒数） 

その他の教育費（人口） 子ども子育て支援費の算入 

その他の教育費（幼稚園の園児数）
子ども子育て支援費の算入、測定単位を幼稚園等の小学校就学前子
どもの数に変更 

生活保護費 
生活困窮者自立支援法の施行にともない生活困窮者自立支援費を追
加算入、扶助単価等の改定、標準団体職員数の増員 

社会福祉費 
活性化推進事業費の減額存置、子ども子育て支援新制度の施行にと
もない施設型給付費等の関連経費を算入、標準団体職員数の減員、
消費増税にともなう子ども子育て支援制度関連の経費拡充 

保健衛生費 
活性化推進事業費の減額存置、消費増税にともなう国民健康保険料
軽減制度拡充 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口）

活性化推進事業費の減額存置、標準団体の行政規模（要支援・要介
護者数）の引き上げ、介護給付費負担金の拡充（自然増対応）、介
護報酬改定にともなうシステム改修経費算入、消費増税にともなう
介護保険１号保険料の低所得者軽減強化・地域支援事業の拡充等 

高齢者保健福祉費（75歳以上人口） 後期高齢者医療給付費負担金の拡充（自然増対応） 

清掃費 
標準団体の行政規模見直し（拡大）、標準団体の面積見直しにとも
なうゴミ収集・運搬に要する経費増について委託費の増加を段階的
に拡充、維持補修費について決算状況を踏まえ見直し 

農業行政費 
活性化推進事業費の減額存置、土地改良施設の維持管理にかかる経
費の見直し 

林野水産業行政費 活性化推進事業費の減額存置、地球温暖化対策暫定事業経費の存置 

商工行政費 活性化推進事業費の減額存置 

徴税費 使用料及び手数料の見直し 

戸籍住民基本台帳費（戸籍数） 手数料の見直し 

戸籍住民基本台帳費（世帯数） 標準団体職員数の減員、手数料の見直し 

地域振興費（人口） 活性化推進事業費の減額存置 

地域振興費（面積） 活性化推進事業費の廃止？標準団体の行政規模の見直し（拡大） 

地域経済・雇用対策費 事業費減額 

地域の元気創造事業費 事業費増額 

人口減少等特別対策事業費 新設 

包括算定経費（人口） 

第４次一括法にもとづく事務・権限移譲にかかる一般財源所要額の
計上と道府県分からの事務・権限移譲分を移行、維持補修費につい
て決算状況を踏まえ見直し、子ども子育て支援新制度の施行にとも
ない少子化対策費を社会福祉費に移行 

包括算定経費（面積） 標準団体の行政規模の見直し 

(資料) 前掲「地方財政」５月号より作成 
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  ③ 給与費の算定動向 

    単位費用に含まれる給与費は、毎年度決定される給与の統一単価をもとに、項目

ごとに設定される標準団体ベースの職員数から人件費総額を算出し、測定単位当た

りの単価にしたものである。 

    図表11は給与費の算定基礎となる給与の統一単価の直近５年間の推移である。 

    2013年度に地方公務員給与の臨時削減の影響で大幅に引き下げられたが、2014年

度は2012年度水準に復元された。 

    2015年度においても地財計画における給与関係経費がほぼ2014年度並みで算定さ

れるなかで、道府県分の課長クラスや職員Ｂを除き、前年度並みや微増となってお

り、単位費用に限って言えば人件費関連の単価はプラスとして寄与している項目が

多い。 

    図表12は項目別の単位費用と内数である給与費の前年度比伸び率を比較したもの

である。 

    道府県分は給与費の減少率は、小幅ながら単位費用とあわせて減少している項目

が多くみられる。 

    このうち減少率が大きい項目に注目すると、道路橋りょう費では標準団体の職員

配置における給与単価の高い職員Ａから単価の低い職員Ｂへの構成の見直し。その

他の土木費では標準団体の職員数の減員。高等学校費（生徒数）では給与費の対象

となる用務員数の減員。その他の教育費（公立大学等学生数）では、給与費総額か

ら控除する使用料手数料の引き上げ。 

    一方、市町村分では土木費、産業経済費、地域振興費などで単位費用がマイナス

となっているが、給与費については前年度並みかプラスとなっており、他の経費の

見直しが減少要因となっている。 

    給与費がマイナスとなっているのは教育費や厚生費の一部および総務費である。

このうち減少率が大きい項目に注目すると、その他の教育費（幼稚園児数）は給与

費総額から控除する使用料手数料の引き上げ。社会福祉費は標準団体の職員数の減

員。戸籍住民基本台帳費は標準団体の職員数の減員と職員ＡからＢへの構成の見直

しによるものである。 
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＜図表11＞ 普通交付税の給与統一単価の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上の各年度５月号より作成 
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＜図表12－１＞ 単位費用総額と給与費分の比較（道府県分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』2014年、15年度版より作成 

 

＜図表12－２＞ 単位費用総額と給与費分の比較（市町村分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』2014年、15年度版より作成 
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(２) 測定単位 

   図表13は道府県分と市町村分の測定単位の合計（財源不足団体・超過団体）を整理

したものである。 

   毎年度実施される学校基本調査や毎年度のインフラ整備を反映する道路や港湾関連

の台帳の改定を除けば、統計調査等の年度から外れているため、大きな変動はない。 

   需要額への影響では教育費関連の減少が最も大きいものである。 

   なお、既述のように市町村分のその他の教育費の測定単位として、2015年度より幼

稚園児数から幼稚園等就学前の子どもの数に拡大され、測定単位の対象範囲が広がっ

たが、少子化がこれを上回った結果前年度比減となっている。 

 

(３) 補正係数 

  ① 概 況 

    図表14は今年度の補正係数の新設および主な見直しである。なお、毎年度の経費

見直しにともなう係数等の変更については割愛している。 

    主なものは合併算定替え対策と子ども子育て新制度の導入にともなう算定方法の

見直しである。その他では連携中枢拠点都市対応や地域経済・雇用対策費の縮減に

ともなう補正の上限値の引き上げなどがあげられる。  



 

－ 26 － 

●－自治総研通巻447号 2016年１月号－● 

＜図表13＞ 測定単位（公債費除く・種別補正後）の状況（合計） 

 
   道府県分 市町村分 

 単位 2015 2014 増減 2015 2014 増減 

人口 人 128,057,352 128,057,352 0 同左 

65歳以上人口 人 29,245,685 29,245,685 0 同左 

75歳以上人口 人 14,072,210 14,072,210 0 同左 

市部人口 人 116,549,104 116,530,863 18,241 

町村部人口 人 11,508,248 11,526,489 -18,241  

計画区域人口 人 119,856,061 119,841,786 14,275 

警察職員数 人 251,600 250,580 1,020  

道路 

面積 km2 1,499,433 1,489,658 9,775 5,477,624 5,326,843 150,781 

延長 km 176,033 175,814 219 1,015,138 1,013,154 1,984 

河川の延長 km 221,988 221,674 314  

港湾 
係留 ｍ 1,100,685 1,093,331 7,354 513,448 512,063 1,385 

外郭 ｍ 4,258,583 4,254,873 3,710 2,205,692 2,197,494 8,198 

漁港 
係留 ｍ 857,088 856,921 167 825,716 823,800 1,916 

外郭 ｍ 2,655,740 2,662,963 -7,223 2,204,605 2,189,446 15,159 

小学校 

教職員数 人 414,079 415,478 -1,399  

児童数 人 6,425,428 6,480,385 -54,957 

学級数 学級 257,205 257,771 -566 

学校数 箇所 20,031.00 20,255.67 -224.67 

中学校 

教職員数 人 239,698 240,917 -1,219  

児童数 人 3,174,958 3,211,446 -36,488 

学級数 学級 109,308 109,627 -319 

学校数 箇所 9,495 9,561 -66 

高等学校 
教職員数 人 189,931 191,132 -1,201 12,089.4 12,126.4 -37 

生徒数 人 2,133,550 2,151,062 -17,512 187,698 188,972 -1,274 

特別支援学校 
教職員数 人 88,363 86,939 1,424  

学級数 学級 29,642 29,282 360  

公立大学等学生数 人 597,419 586,045 11,374  

私立学校等生徒数 人 1,955,991 2,100,343 -144,352  

幼稚園等の子ども数 

（幼稚園児数） 
人 249,271 264,328 -15,057 

農家数 戸 2,537,421 2,537,421 0 同左 

水産業者数 人 117,925 117,925 0  

林水産従業者 人 245,438 245,438 0 

公有地以外の林野の面積 ha 15,295,246 15,295,246 0  

公有林野の面積 ha 1,684,558 1,684,558 0  

世帯数 世帯 51,950,504 51,950,504 0 同左 

戸籍数  52,363,372 52,282,358 81,014 

世帯受給権者数 人 11,942 13,713 -1,771  

面積 km2 377,972.26 377,961.73 10.53 58,463.21 58,408.52 54.69 

都市公園面積 km2 934,465 924,838 9,627 

(資料) 前掲「計数資料」より作成  
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＜図表14＞ 補正係数の新設および主な見直し 

 
 項 目 補正係数 見直しの内容 

道 
府 
県 
分 

河川費 密度補正 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定にか

かる基礎調査の財政需要を反映するために、基礎調査実

施箇所数にもとづく補正を新設 

その他の教育費

（人口） 
密度補正Ⅱ 

子ども子育て新制度の導入にともなう私立幼稚園につい

て補正を新設 

社会福祉費 密度補正 

子ども子育て新制度の導入にともない施設給付費分や地

域型保育給付費分、障がい福祉サービス分、児童扶養手

当分、児童手当分の需要を個別算定 

市 
町 
村 
分 

消防費 経常態容補正 

市町村の姿の変化に対応した交付税算定（合併算定替え

終了対策）として旧市町村の消防署所の維持管理に関す

る経費を反映する補正を新設 

その他の教育費

（人口） 

密度補正Ⅱ 

子ども子育て新制度の導入にともなう市町村立の保育所

型認定こども園、地域裁量型認定こども園等の施設型給

付の経費を反映 

密度補正Ⅲ 
子ども子育て新制度の導入にともなう私立幼稚園、認定

こども園の施設型給付の経費を反映する補正を新設 

経常態容補正 

子ども子育て新制度の導入にともなう市町村立の幼稚

園、幼保連携型認定こども園の施設型給付の経費を反映

する補正を新設 

社会福祉費 密度補正 

子ども子育て新制度の導入にともない施設給付費分や地

域型保育給付費分、障がい福祉サービス分、児童扶養手

当分、児童手当分の需要を個別算定 

清掃費 密度補正Ⅰ 

市町村の姿の変化に対応した交付税算定（合併算定替え

終了対策）としてごみ収集経費の人口密度による補正を

新設 

地域振興費 

普通態容補正Ⅰ 連携中枢拠点都市に取り組む自治体の需要を反映 

普通態容補正Ⅲ 

市町村の姿の変化に対応した交付税算定（合併算定替え

終了対策）として離島であることによる経費のうち消防

費・清掃費の需要を反映 

地域経済・ 

雇用対策費 
経常態容補正 補正の上限値を9.000から10.000へ引き上げ 

(資料) 前掲「地方財政」９月号より作成 

 

 

  ② 補正係数による加算効果 

    補正係数は、項目ごとの測定単位に各種補正係数を累乗加算した最終補正係数を

かけて補正後の測定単位を算出し、これを単位費用に乗ずることで、需要額の割増

しあるいは割落としの効果をもたらす。 

    したがって、補正前および補正後の測定単位それぞれに単位費用を乗じた需要額

を比較すると需要の割増率（本稿では補正率と呼ぶ）が試算できる。 
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    図表15は補正係数による効果が大きい市町村分の算定について、市と町村別の補

正率を試算したものである。 

    町村については2008年度で底を打ち、ほぼ横ばいで推移し、2012年度頃から割増

しの程度が上昇する傾向がみられる。今年度は1.58まで上昇した。 

    一方、市については町村とは異なり減少傾向が続いていたが、今年度は1.20と

2000年度以降で初めて上昇した。 

    このように補正率が回復した要因を厳密に特定することはできないが、累乗加算

する補正係数のうち加算要素の補正については割増し額が確認できる。 

    図表16は加算要素の補正係数について、需要加算額を積み上げたものである。 

    補正効果が最も高いのは、主に起債の元利償還金を実績ベースで交付税算入する

事業費補正であったが、起債抑制による償還費の減少や標準事業費方式(８)への見

直しにより補正率も低下の一途をたどっている。 

 

＜図表15＞ 市、町村別の補正率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 前掲「計数資料」より作成 

                                                                                 

(８) 元利償還金の平均値を単位費用に算入する方式 
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＜図表16＞ 補正係数（加算項目のみ）による需要加算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

    今年度も加算額の合計では前年度を下回っているが、個別にみると人口急増補正、

寒冷補正、密度補正、隔遠地補正で前年度を上回る加算額となっている。 

    このうち人口急増補正は高齢者福祉費などにおける高齢者人口の増加、密度補正

や隔遠地補正は、子ども子育て支援新制度による各種施設運営費の算定充実や合併

算定替え終了対策にともなう離島関連の需要額の充実などが原因と推察される。な

お、寒冷補正については不明である。 

    補正率の上昇は加算要素だけではない。今回の歳出特別枠等で採用される段階補

正や経常態容補正も相当程度寄与していると推察される。ただし、行革や成果指標

による補正が補正率全体の回復に寄与しているとするならば、中長期的にはその伸

びに限界があるだろう。 

  ③ 段階補正の上限値の状況 

    図表17は、小規模団体の割増し算定の動向をみる点から、段階補正の上限値の推

移を表したものである。 



 

－ 30 － 

●－自治総研通巻447号 2016年１月号－● 

＜図表17＞ 段階補正の上限値 

 
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

消防費（人口） 1.935 1.940 1.980 2.035 1.980 2.065 2.105 2.100 2.095 

その他の土木費（人口） 1.640 1.705 1.700 1.740 1.680 1.650 1.630 1.845 1.925 

その他の教育費（人口） 2.050 2.115 2.145 2.180 2.155 2.160 2.150 2.250 2.210 

社会福祉費（人口） 1.465 1.445 1.490 1.540 1.570 1.565 1.540 1.540 1.350 

保健衛生費（人口） 2.170 2.390 2.850 2.995 3.180 3.115 2.990 2.960 2.865 

高齢者保健福祉費(65歳以上人口) 1.992 1.966 1.953 1.769 1.778 1.796 1.758 1.744 1.734 

農業行政費（農家数） 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 

商工行政費（人口） 2.470 2.475 2.480 2.415 2.420 2.427 2.420 2.645 2.660 

徴税費（人口） 1.920 1.920 2.860 2.780 2.970 3.180 3.280 3.500 3.540 

戸籍住民基本台帳費(戸籍数) 1.374 1.352 1.337 1.405 1.418 1.470 1.490 1.519 1.591 

戸籍住民基本台帳費(世帯数) 2.160 1.980 1.940 2.140 2.510 2.260 2.380 2.440 2.420 

地方再生対策費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000    

地域の元気創造事業費(人口)  15.000 15.000 

人口減少等特別対策事業費(人口)   15.000 

包括算定経費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 

(資料) 市町村の普通交付税算出資料より作成（かっこ内は測定単位） 

＊生活保護費、地域振興費（人口）は上限なし。網掛けは今年度の補正のうち前年度比増となった

項目 

 

    中期的にみると段階補正の上限値は増減を繰り返すものが多く、全体として一方

的な上昇下落傾向はみられない。今年度は４項目で前年度比増となった。また、今

年度から新設された人口減少等特別対策事業費は、地域の元気創造事業費同様に上

限値が15.000と高い。 

  ④ 歳出特別枠等 ― 地域の元気創造事業費 

    最後に歳出特別枠等の算定について詳しくみてみよう。 

    まず、行革算定をともなう地域の元気創造事業費である。 

    巻末資料２（54ページ）の算定式を再掲すると以下のような内容となっている。 
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(資料) 総務省ホームページ 

 

    調整率を乗じる前の経常態容補正の上限値はⅠが合計で1.9（うち0.1は定数とし

て加算）、Ⅱが1.0となるが、Ⅰにはα＝0.803、Ⅱにはβ＝0.639の調整率がかけ

られ、行革と地域経済活性化をあわせた合計補正係数は最大約2.165、最小は約

0.08となる。ただし、次の事例でみるように職員数等がピークとなった時期を基準

に行革努力が現れやすい期間の差を採用しているため、補正係数が最小値をとるこ

とはありえない。 

    図表18は各指標の具体的な内容である。 

    行革算定関連については、各数値がピークとなる90年代の５年平均を基準年に設

定しており、ほとんどの自治体で「成果」として反映される構造になっている。そ

の他は直近の統計データの比較が多い。 
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＜図表18＞ 地域の元気創造事業費の指標内容 

 

  各指標の詳細 

行 
革 
努 
力 
分 

職員削減率 

地方公共団体定員管理調査の2010～2014年の平均と1993～1997年の

平均の増減率 

＊2011～2014年度の震災復興特別交付税の算定における基礎数値と

して用いられた職員数のうち各年４月１日に在籍した職員数があ

る場合さらに控除 

ラスパイレス指数 

（前年度） 
総務省が公表した2014年度のラスパイレス指数 

ラスパイレス指数 

（過去５年平均） 
総務省が公表した2010～2014年度のラスパイレス指数の５カ年平均 

人件費削減率 
普通会計決算の人件費、退職金、投資的経費のうち人件費の合計額

の2009～2013年度５カ年平均と1995～1999年度平均の増減率 

人件費を除く経常的経

費の削減率 

普通会計決算の物件費、補助費等および繰出金の経常経費部分の合

計額の2009～2013年度５カ年平均と1995～1999年度平均の増減率 

地方債残高削減率 

普通会計決算の地方債残高から災害復旧事業債や臨時財政対策債等

の財源対策部分を控除した合計の2009～2013年度５カ年平均と2000

～2004年度平均の増減率 

経 
済 
活 
性 
化 
分 

農産物産出額 
2010年と2005年世界農林業センサス農産物販売額規模別農家数の増

減率 

製造品出荷額 
2010～2012年の経産省工業統計における製造品出荷額等３カ年平均

と2011～2013年同出荷額３カ年平均の増減率 

小売業年間商品販売額
2009年、2012年商業統計調査および経済センサスの小売業年間商品

販売額の増減率 

若年者就業率 国調2005年の若年者就業率と2010年の若年者就業率の５カ年平均 

女性就業率 国調2005年の女性就業率と2010年の女性就業率の５カ年平均 

従業者数 2009年、2012年経済センサスの民営従業者数の増減率の３カ年平均 

事業所数 2009年、2012年経済センサスの民営事業所数の増減率の３カ年平均 

転入超過率 
住基台帳（日本人）の2010～2012年転入超過率平均（‰）と2012～

2014年転入超過率平均の差 

一人当たり地方税収 
普通会計決算の2010～2012年度の一人当たり地方税収平均と2011～

2013年度一人当たり地方税収平均の両期間の伸び率 

(資料) 前掲「算出資料」より作成 

 

    次に実際の補正係数の特徴をそれぞれ指標の一部を例に試算してみる。 

   ◆ 行革努力分 

     行革努力分では職員数、ラスパイレス、普通会計決算の人件費関連、その他経

常経費などを指標としている。たとえば市町村分の職員数削減率を指標とする場
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合、以下のような計算式となる。 

 
 

・Ｅ：1993～1997年の平均職員数と2010～2014年の平均職員を比較した増減率 

・係数 Ｅ×－0.201（Ｆ）  負の場合は０ ２を超える場合は２ 

・経常態容補正Ⅰ Ｆ×0.3 
 

 

     以上のことから職員削減率がプラスとなった場合は、Ｆ式が負となり０が適用

されるため、経常態容補正の加算要素とはならないが、そもそも1990年代との比

較では確実に職員数は減少しているため、係数がゼロとなることはありえない。 

     なお、係数の上限値となる２にいたる削減率を試算すると約－0.402（４割削

減）という結果になった。 

     総務省の資料では行革努力分では割落としがあると書かれているが、これは段

階補正に対して経常態容補正が１未満で連乗される場合を意味していると思われ

る。ただし、このような算定結果は、他の一般項目でも同様にみられるものであ

り、格別に行革算定をペナルティとしてみる必要はない。 

   ◆ 地域活性化分 

     地域活性化分は行革努力分に比べて、もともと補正係数のウエイトが低いため、

その効果は小さい。 

     たとえば市町村分の農業産出額関連の補正では、以下のような計算式となる。 

 
 

・Ｇ：2005年農林業センサスにもとづく農産物販売金額規模別農家数と2010年

のセンサスにもとづく同農家数の増減率 

・係数 6.38×Ｇ＋0.54 （Ｈ） 負数となる場合０ １を超える場合１ 

・経常態容補正Ⅱ Ｈ×0.15 
 

 

     以上のことから農業算出額関連では算出額が前期からマイナスとなった場合は、

Ｈ式が負となり０が適用される。 

     なお、係数の上限値となる１にいたる増加率を試算すると約0.0721（約7.2％

増）と高い水準が設定されている。ただし、係数が負数となる減少率を試算する

と約－0.0846（約8.4％減）であり、それ以上であればプラスの係数が得られる

ため、基本的にはプラスの補正がかかる仕組みとなっている。 
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  ⑤ 歳出特別枠等 ― 人口減少等特別対策事業費 

    地域活性化の現状と成果で算定する、新たな人口減少等特別対策事業費の算定式

を巻末資料１（47ページ）から再掲すると以下のような内容となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 総務省ホームページ 

 

    調整率を乗じる前の経常態容補正の上限値は合計でⅠ、Ⅱとも３となるが、Ⅰに

は0.964、Ⅱには0.114の調整率（算定額を総額にあわせるための率）がかけられ、

取組の必要度と成果をあわせた合計補正係数は最大約3.234、最小約0.114となる。 

    段階補正に経常態容補正を連乗することから、経常態容補正が１を超えないと段
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階補正は事実上割落としとなるが、一般的な項目でも同様の算定はみられるため、

これについてもペナルティ的な算定とみる必要はない。 

    総務省は、必要度から成果へ算定比重を段階的に移行させていくとしているが、

この調整率の数値を見直していくものと推察される。 

    次に地域の元気創造事業費同様に算定構造の特徴をみるため、指標の一部を例に

試算してみる。 

   ◆ 取組の必要度 

     まず、取組の必要度については、各指標が全国平均と比べて劣位にある場合に

高めの係数が算定されるが、全国平均は算定式から直接に読み取れるものと計算

式のなかで消化されているものがあり、当該自治体の数値のかい離と係数との関

係は必ずしも明確ではない。 

     そこで市町村分の人口増減率について試算してみると以下のようになる。 

 
 

・Ａ：2012年から2014年の住民基本台帳人口（日本人）の平均増減率（‰表示) 

・Ａが０以上の場合 －0.01×（Ａ）＋0.1 （Ｂ１） 

・Ａが０未満の場合 －0.07×（Ａ）＋0.1 （Ｂ２） 

・取組の必要度の係数＝0.04×Ｂ１またはＢ２の数値 

 ＊Ｂ１が負の場合は０ Ｂ２が３以上の場合は３が上限値となる 

  人口増加自治体の場合、Ｂ１の結果は10‰で０となる。最大値は0.1である 

  人口減少自治体の場合、Ｂ２の結果は約－41‰超で係数が３となる 
 

 

     以上のことから人口減少自治体は－41‰超の減少率を上限に、最大で0.4×３

＝1.2の補正係数が算定されることになる。ただし人口増の自治体でも10‰まで

はプラスの係数が算定され、最大で0.04の補正係数が得られる。 

     他の指標でも同様に指標の増減を境に係数の結果が分かれているわけではない。 

   ◆ 取組の成果 

     一方、取組の成果は各種指標の２つの期間の平均値を比較して、全国平均を上

回るものについて補正係数を割増す算定となっている。 

     市町村分の女性就業率で試算すると以下のようになる。 

 
 

・Ｃ：2000年25歳から44歳までの女性就業率と2010年の女性就業率の差（2010
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年マイナス2000年） 

・51.02×Ｃ－0.19 （Ｄ） Ｄが１未満の場合１ ３を超える場合３ 

・取組の成果の係数＝0.1×Ｄ 

  就業率の差が約0.0233超で１。約0.0625超で３となる 
 

 

     以上のことから、就業率がマイナスとなった場合でも最低0.1×１＝0.1の補正

係数が算定され、プラスの場合は最大0.1×３＝0.3の係数が得られる。したがっ

て、成果がない場合でもプラスの補正となる。 

     なお、補正係数が0.1超となるためには、就業率の引き上げは0.0233ポイント

を要するため、プラスの実績が上がったからといって必ずしも係数が高くなるわ

けではない。 

 

 

 結 び ― 劣化する地方交付税 
 

 今年度の交付税算定をさまざまな角度から検証してきた。 

 その特徴を総括するならば、いわゆる歳出特別枠等に支えられた算定構造が規模におい

ても配分においても著しく拡大したということができる。 

 これまでみてきたように需要額のなかで教育費や産業経済費などが縮小するなかで、歳

出特別枠等がこれらを代替してその増加に大きく寄与している。道府県であれ、市町村で

あれ自治体の規模にかかわらず、交付税算定において有力な項目になっていることは確か

である。 

 しかし、いやしくも標準的行政水準を財源保障する交付税制度のあり方からみた場合、

こうした算定が拡大していくことが制度の劣化を招くことがあっても、制度の安定を担保

することにはならないだろう。 

 今年度の歳出特別枠等の問題点を指摘して本稿を締めくくる。 

◆ 法的安定性の欠如 

  第一に歳出特別枠等の算定項目の法的安定性が確保されていないという点である。 

  需要額の算定項目は地方交付税法および政省令にもとづいているが、地方の元気創造

事業費は附則第５条の２、人口減少等特別対策事業費は同条の３において「当分の間」

の措置として規定されている。いわゆる霞ヶ関用語の「当分の間」であれば、一定の継
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続性が担保されるとみることもできるが、あくまで本則の項目でない限り、臨時的な項

目であることには変わりない。こうした臨時的な需要額算定が「合理的、且つ、妥当な

水準」として幅をきかせることは極めて問題である。 

  地域活性化等の普遍的な経費として存置すべきものであるならば、本則の項目として

扱うべきである。 

◆ 算定根拠の脆弱性 

  第二にこれらの項目創設の根拠が場当たり的であるという点である。 

  総務省の解説では、２つの項目を創設するに当たり以下のような理由を述べている。 

 【地域の元気創造事業費】 

  「前年度の地域の元気づくり推進費について、地域経済活性化に係る地方団体の取組

を息長く応援する観点から、当分の間の措置として、一般行政経費（地財計画）に改め

て計上した。引き続き行革努力や経済活性化指標を反映させる理由として、地方団体か

らの要望を踏まえ、各地方団体が行革により捻出した財源を活用して、地域経済活性化

の取組を行っていると考えられること。地域経済活性化に積極的に取組、成果指標を全

国標準よりも伸ばしている地方団体は、地域経済活性化に全国標準よりも多く取り組ん

でいると考えられること。以上を踏まえ客観的な統計データが存在する指標を幅広く選

定した」（「地方財政」 2014年５月号参照） 

 【人口減少等特別対策事業費】 

  「政府のまち・ひと・しごと創生事業法の成立や同総合戦略の閣議決定を踏まえ、地

方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮できるようにするための地方財政措置として、

地域の実情に応じたきめ細やかな施策を可能にする観点から、地財計画に『まち・ひ

と・しごと創生事業費』（１兆円）を計上し、これを既存の地域の元気創造事業費とと

もに新たな費目を創設。各地方団体が地方創生に取り組むための財政需要を算定するも

のであることから、算定に当たっては人口を基本とした上で、各団体の取組の『必要性』

『取組の成果』を反映して算定する。基本的な考え方として結婚、出産、子育て支援の

充実や住民転入の推進など、各団体が行う人口減少等に係る当該年度の財政需要を算定

しようとするものである。取組の成果において各指標の過去からの伸び率を用いている

が、決して過去の財政需要を算定しているものではない。 

  取組の必要度を加味するということは、同じ人口規模であっても、直近の人口増減率

等の指標が芳しくない団体は、人口減少対策に取り組む必要性が高く、その財政需要が

大きいと考えられることを踏まえ、直近の指標の数値が芳しくない団体の割増を行おう



 

－ 38 － 

●－自治総研通巻447号 2016年１月号－● 

とするものである。 

  取組の成果を加味するということは、同じ人口規模の団体であっても、人口の増減率

等の指標の伸び率が全国平均の伸び率の団体に比べて、子育て支援等の充実や転入促進

などに積極的かつ効果的に取り組んでおり、その財政需要も大きいと考えられることを

踏まえ割増を行うものである」（同上 2015年５月号参照） 

  ２つの項目は算定内容が異なるとはいえ、基本的には地域活性化という点では共通し

た考え方にもとづいており、別立ての項目とする積極的な理由は見当たらない。 

  そもそも、先行する地域の元気創造事業費は、地財計画に同項目が創設されたことを

受けたものであったが、今年度、安倍政権がまち・ひと・しごと創生事業を打ち出し、

地財計画の地域の元気創造事業費に替わり、「まち・ひと・しごと創生事業費」１兆円

が計上されたことを受けて、交付税の算定では地域の元気創造事業費を存置し、新たな

人口減少等特別対策事業費とあわせて算定したものである。その点では政権の政策に乗

じた場当たり的な項目と言わざるを得ない。 

  いずれも「当分の間」とはいえ、すでに政府自体が「一億総活躍」を表看板に掲げ、

いわゆる地方創生が後景に隠れるなかで、果たして交付税算定の項目に値するのか疑義

がある。 

◆ 奨励的交付税算定 

  第三に一定の政策目的を喚起する奨励的補助金のごとく、交付税がいわば政策誘導の

手段として安易に利用されており、いわば奨励的な交付税算定の様相を呈している点で

ある。 

  需要額項目あるいはこれに適用される補正係数の組み合わせは、単なる客観的な算定

式を超えて、国のその時々の政策と結びつき自治体を動かす強いアナウンス効果を帯び

ることがある。 

  過去を振り返れば、いわゆる平成合併時の段階補正の縮減（2002～04年度）、2013年

度の地方公務員給与臨時削減の要請にともなう各単位費用の給与費削減および地域の元

気づくり推進費における行革指標算定などがあげられる。いずれも国の政策に地方を誘

導する効果をもたらしたと推察される(９)。 

  現行の地域の元気創造事業費や人口減少等特別対策事業費に象徴される各種成果指標

は、算定結果としては成果の有無にかかわらず一定の需要額が算定されるものの、財源

                                                                                 

(９) 宮﨑（2008）の試算では段階補正が市町村合併推進に影響したとしている 
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保障における成果主義の方向、標準的行政を算定するよりも、むしろ実績を上げた自治

体、努力をした自治体の需要を算定する財源保障のあり方を一般化させる恐れがある。 

  しかし、地方交付税は「合理的、且つ、妥当な水準」を保障するものである。もちろ

んこの水準が何かを確定する基準は存在しないし、その時々の社会経済等の諸条件を踏

まえて見直されていくものであるが(10)、2008年度以来、年々算定項目が改定され、各

種指標も猫の目のように変化する状況が、その標準的行政の水準を追求した結果とはい

えない。政策に対応した安易な交付税算定の見直しは中期的には構造的脆弱性を高める

だけである(11)。 

◆ 「成果」の幻想 

  第四に「成果」そのものの問題である。 

  記述のように各種成果指標の導入は地方自治体側からの要望を踏まえたものだとすれ

ば、自治体側の認識も交付税制度を劣化させる要因をつくっている。 

  人口減少等特別対策事業費などの算定内容でみた通り、各種成果指標の変化率の取り

方は項目によって異なっており、その期間を適用する根拠はほとんど明らかではない。

国が設定する期間によって、自治体の同じ努力でも「成果」はいかようにもなるもので

あり、所詮、相対値に過ぎない。 

  このようなものを主要な基準として需要額を算定することに、どれほどの意味がある

のだろうか。需要額に対してより慎重な姿勢が求められる。 

◆ 「合理的、且つ、妥当な水準」の質の追求 

  しばしば指摘していることであるが、臨時的な項目に支えられ、一般財源総額がおお

むね安定的に確保されているもとで、交付税制度に求められるのは「合理的、且つ、妥

当な水準」の質の追求である。「質」と付け加えたのは、単に包括的な需要が「量的」

に算定されることにとどまらず、その内容、すなわち「質」を追求する必要がある。そ

れにより時々の政策に翻弄されず、中長期にわたり自治体の取組を裏付ける財源保障が

担保されるだろう。 

  その点では、近年、環境対策や公共施設等の維持補修費等が地財計画に増額計上され、

交付税算定にも反映されていることは評価できるだろう。こうした中長期的に必要度が

増すと予想される財政需要をより積極的に模索し、脆弱な臨時的経費に代替させていく

                                                                                 

(10) 遠藤（1996）25～27ページ参照 

(11) 最近の経済財政諮問会議の議論においても交付税算定における成果主義が強く主張されてお

り、2016年度からはトップランナー方式が採用されることになった 
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ことが考えられる。 

  国の「措置」に任せず、地方自治体が「需要」をまじめに考える時期にきているので

はないだろうか。 

（とびた ひろし 公益財団法人地方自治総合研究所研究員） 

 

 

キーワード：普通交付税大綱／合併算定替え／地域の元気創造事業費／ 
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＜資料３＞ 

  平成27年度単位費用に関する調 

１ 道 府 県 分 

(１) 個別算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

一 警  察  費 警 察 職 員 数 8,482,000 8,526,000   -44,000   -0.5 

二 

土 

木 

費 

１ 道路橋りょう費 道 路 の 面 積   151,000   152,000    -1,000   -0.7 

 道 路 の 延 長 1,931,000 1,922,000     9,000    0.5 

２ 河  川  費 河 川 の 延 長   168,000   162,000     6,000    3.7 

３ 港  湾  費 港
湾

係留施設の延長    27,800    27,700       100    0.4 

 外郭施設の延長     6,210     6,060       150    2.5 

 漁
港

係留施設の延長    10,800    10,900      -100   -0.9 

 外郭施設の延長     6,000     5,860       140    2.4 

４ その他の土木費 人     口     1,430     1,470       -40   -2.7 

三 

教 
 

育 
 

費 

１ 小 学 校 費 教 職 員 数 6,223,000 6,227,000    -4,000   -0.1 

２ 中 学 校 費 教 職 員 数 6,265,000 6,271,000    -6,000   -0.1 

３ 高 等 学 校 費 教 職 員 数 6,665,000 6,712,000   -47,000   -0.7 

 生  徒  数    58,900    60,500    -1,600   -2.6 

４ 特別支援学校費 教 職 員 数 6,118,000 6,126,000    -8,000   -0.1 

 学  校  数 2,098,000 2,132,000   -34,000   -1.6 

５ その他の教育費 人     口     1,930     1,700       230   13.5 

 公立大学等学生数   214,000   220,000    -6,000   -2.7 

 私立学校等生徒数   279,500   276,100     3,400    1.2 

四 

厚
生
労
働
費

１ 生 活 保 護 費 町 村 部 人 口     9,250     9,140       110    1.2 

２ 社 会 福 祉 費 人     口    13,500    12,800       700    5.5 

３ 衛  生  費 人     口    14,900    14,600       300    2.1 

４ 高齢者保健福祉費 65歳以上人口    53,100    52,000     1,100    2.1 

 75歳以上人口   103,000   101,000     2,000    2.0 

５ 労  働  費 人     口       480       482        -2   -0.4 

五 

産
業
経
済
費 

１ 農 業 行 政 費 農  家  数   110,000   112,000    -2,000   -1.8 

２ 林 野 行 政 費 公有以外の林野の面積     4,780     4,840       -60   -1.2 

 公有林野の面積    15,200    15,400      -200   -1.3 

３ 水 産 行 政 費 水 産 業 者 数   311,000   313,000    -2,000   -0.6 

４ 商 工 行 政 費 人     口     2,080     2,090       -10   -0.5 

六 

総
務
費

１ 徴  税  費 世  帯  数     6,060     6,170      -110   -1.8 

２ 恩  給  費 恩給受給権者数 1,103,000 1,124,000   -21,000   -1.9 

３ 地 域 振 興 費 人     口       625       628        -3   -0.5 

七 地域経済・雇用対策費 人     口     1,530     2,330      -800  -34.3 

八 地域の元気創造事業費 人     口       950       860        90   10.5 

九 人口減少等特別対策事業費 人     口     1,700 -     1,700 皆増 

十 公  債  費 「公債費の内訳」参照   

 

(２) 包括算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

 人     口      11,220    10,860       360    3.3 

 面     積   1,269,000 1,277,000    -8,000   -0.6 

（資料）総務省「第189会国会 平成27年度 地方交付税関係参考資料」より抜粋 
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  平成27年度単位費用に関する調 

１ 道 府 県 分 

(１) 個別算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

一 警  察  費 警 察 職 員 数 8,482,000 8,526,000   -44,000   -0.5 

二 

土 

木 

費 

１ 道路橋りょう費 道 路 の 面 積   151,000   152,000    -1,000   -0.7 

 道 路 の 延 長 1,931,000 1,922,000     9,000    0.5 

２ 河  川  費 河 川 の 延 長   168,000   162,000     6,000    3.7 

３ 港  湾  費 港
湾

係留施設の延長    27,800    27,700       100    0.4 

 外郭施設の延長     6,210     6,060       150    2.5 

 漁
港

係留施設の延長    10,800    10,900      -100   -0.9 

 外郭施設の延長     6,000     5,860       140    2.4 

４ その他の土木費 人     口     1,430     1,470       -40   -2.7 

三 

教 
 

育 
 

費 

１ 小 学 校 費 教 職 員 数 6,223,000 6,227,000    -4,000   -0.1 

２ 中 学 校 費 教 職 員 数 6,265,000 6,271,000    -6,000   -0.1 

３ 高 等 学 校 費 教 職 員 数 6,665,000 6,712,000   -47,000   -0.7 

 生  徒  数    58,900    60,500    -1,600   -2.6 

４ 特別支援学校費 教 職 員 数 6,118,000 6,126,000    -8,000   -0.1 

 学  校  数 2,098,000 2,132,000   -34,000   -1.6 

５ その他の教育費 人     口     1,930     1,700       230   13.5 

 公立大学等学生数   214,000   220,000    -6,000   -2.7 

 私立学校等生徒数   279,500   276,100     3,400    1.2 

四 

厚
生
労
働
費

１ 生 活 保 護 費 町 村 部 人 口     9,250     9,140       110    1.2 

２ 社 会 福 祉 費 人     口    13,500    12,800       700    5.5 

３ 衛  生  費 人     口    14,900    14,600       300    2.1 

４ 高齢者保健福祉費 65歳以上人口    53,100    52,000     1,100    2.1 

 75歳以上人口   103,000   101,000     2,000    2.0 

５ 労  働  費 人     口       480       482        -2   -0.4 

五 

産
業
経
済
費 

１ 農 業 行 政 費 農  家  数   110,000   112,000    -2,000   -1.8 

２ 林 野 行 政 費 公有以外の林野の面積     4,780     4,840       -60   -1.2 

 公有林野の面積    15,200    15,400      -200   -1.3 

３ 水 産 行 政 費 水 産 業 者 数   311,000   313,000    -2,000   -0.6 

４ 商 工 行 政 費 人     口     2,080     2,090       -10   -0.5 

六 

総
務
費

１ 徴  税  費 世  帯  数     6,060     6,170      -110   -1.8 

２ 恩  給  費 恩給受給権者数 1,103,000 1,124,000   -21,000   -1.9 

３ 地 域 振 興 費 人     口       625       628        -3   -0.5 

七 地域経済・雇用対策費 人     口     1,530     2,330      -800  -34.3 

八 地域の元気創造事業費 人     口       950       860        90   10.5 

九 人口減少等特別対策事業費 人     口     1,700 -     1,700 皆増 

十 公  債  費 「公債費の内訳」参照   

 

(２) 包括算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

 人     口      11,220    10,860       360    3.3 

 面     積   1,269,000 1,277,000    -8,000   -0.6 

（資料）総務省「第189会国会 平成27年度 地方交付税関係参考資料」より抜粋 
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２ 市 町 村 分 

(１) 個別算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

一 消  防  費 人     口    11,300    11,200       100    0.9 

二 

土 
 
 

木 
 
 

費 

１ 道路橋りょう費 道 路 の 面 積    76,600    77,500      -900   -1.2 

 道 路 の 延 長   190,000   189,000     1,000    0.5 

２ 港  湾  費 港
湾

係留施設の延長    26,500    26,300       200    0.8 

 外郭施設の延長     6,210     6,060       150    2.5 

 漁
港

係留施設の延長    10,900    11,000      -100   -0.9 

 外郭施設の延長     4,380     4,290        90    2.1 

３ 都 市 計 画 費 都市計画区域における人口       942       961       -19   -2.0 

４ 公  園  費 人     口       533       517        16    3.1 

 都市公園の面積    36,300    34,900     1,400    4.0 

５ 下 水 道 費 人     口        94        94         0    0.0 

６ その他の土木費 人     口     1,720     1,750       -30   -1.7 

三 

教 
 

育 
 

費 

１ 小 学 校 費 児  量  数    43,900    44,400      -500   -1.1 

 学  級  数   820,000   835,000   -15,000   -1.8 

 学  校  数 9,228,000 9,177,000    51,000    0.6 

２ 中 学 校 費 生  徒  数    41,300    42,000      -700   -1.7 

 学  級  数 1,008,000 1,028,000   -20,000   -1.9 

 学  校  数 9,126,000 9,227,000  -101,000   -1.1 

３ 高 等 学 校 費 教 職 員 数 6,780,000 6,805,000   -25,000   -0.4 

 生  徒  数    73,100    75,100    -2,000   -2.7 

４ その他の教育費 人     口     5,060     4,910       150    3.1 

 幼稚園等の小学校就学前子どもの数   366,000   352,000    14,000    4.0 

四 

厚 

生 

費

１ 生 活 保 護 費 市 部 人 口     9,520     9,300       220    2.4 

２ 社 会 福 祉 費 人     口    20,500    20,500         0    0.0 

３ 保 健 衛 生 費 人     口     7,900     7,580       320    4.2 

４ 高齢者保健福祉費 65歳以上人口    70,200    69,300       900    1.3 

 75歳以上人口    90,300    88,300     2,000    2.3 

５ 清  掃  費 人     口     5,070     5,040        30    0.6 
五 

産
業
経
済
費 

１ 農 業 行 政 費 農  家  数    79,600    80,400      -800   -1.0 

２ 林野水産行政費 林業及び水産業の従業者数   250,000   254,000    -4,000   -1.6 

３ 商 工 行 政 費 人     口     1,320     1,330       -10   -0.8 

六 

総
務
費

１ 徴  税  費 世  帯  数     4,540     4,650      -110   -2.4 

２ 戸籍住民基本台帳費 戸  籍  数     1,210     1,300       -90   -6.9 

 世  帯  数     2,020     2,200      -180   -8.2 

３ 地 域 振 興 費 人     口     1,830     1,890       -60   -3.2 

 面     積 1,043,000 1,090,000   -47,000   -4.3 

七 地域経済・雇用対策費 人     口     1,410     1,700      -290  -17.1 

八 地域の元気創造事業費 人     口     2,530     2,270       260   11.5 

九 人口減少等特別対策事業費 人     口     3,400 -     3,400 皆増 

十 公  債  費 「公債費の内訳」参照   

 

(２) 包括算定経費 
（単位：円、％） 

区           分 
平成27年度
単 位 費 用

(Ａ)

平成26年度
単 位 費 用

(Ｂ)

(Ａ)－(Ｂ) 

(Ｃ) 

伸 び 率 

(C)/(B)×1OO 

 人     口      20,180    19,980       200    1.0 

 面     積   2,467,000 2,489,000   -22,000   -0.9 
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